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平成２９年第５回伯耆町議会定例会 

一般質問通告書 
平成２９年９月８日該当日 

質問者 
質問事項の 

題   名 

要       旨 

（具体的に記入してください。） 

質 問 の

相 手

渡 部  勇

議   員

（ ８ 番 ）

１．地元業者

の下請け参

入は。 

現在、多くの事業は競争入札により発注さ

れており、基本理念は経済的・効率的な予算

執行を図るためと考える。

（１）設計業者の決定方法は。 

（２）設計業者と施工業者の関係性は。 

（３）町内業者が事業をした場合どのような

波及効果があるか。 

町  長

２．障がい者

が暮らしや

すい社会づ

くり（あい

サポート条

例）とは。

障害者虐待防止法の制定に始まり、障害者

総合支援法の制定・改正、障害者差別解消法

の制定、児童福祉法及び発達障害者支援法の

改正など、国による法整備がなされてきた。

（１）県においては、県議会６月定例会で「あ

いサポート条例」が可決され、成立した。

９月１日に施行されるが本町での取り組

みは。 

（２）あいサポート条例に、県及び市町村は、

県民が「障がい」や「障がい者」について

学ぶ機会を設けるよう努めることと規定

されており、これまで以上に福祉教育に力

を入れるべきと考えるが、今後の取り組み

は。 

町 長

教 育 長

３．町管理の

文化財につ

いて。 

国(２件)・県(１件)・町(１２件)指定の文

化財は合わせて１５件ある。 

（１）国・県・町指定はどのような審議過程

を経て、それぞれ決まるか。 

（２）文化財を活用した事業の充実とは何が

考えられるか。 

教 育 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

細 田  栄

議   員

（１０番）

１． 高齢者の

不安につい

て 

特に７０代～８０代の高齢者の方が集ま

られると、介護と医療、高齢者の暮らしを支

える年金に関する話題が多いようである。 

国の制度によるものが多いが、町も大きく

関わっているので、次の点について町長の所

見をうかがう。  

（１）高齢者の方が抱えておられる不安の中

で大きいのは、介護サービスや医療施設に

ついては、さほど不安はなく、生活を支え、

介護サービスや医療を受けるための年金

収入に対して不安が多いようだ。 

国民年金、厚生年金、共済年金など色々

な年金制度に加入しているが、おおむね１

０年くらいは、現状程度の給付が見込まれ

ると思うか。 

（２）介護状態や入院等を要する重篤な状態

になった時、身内に迷惑をかけたくないと

いう思いも強いようだが、本心はできれば

身内の者に世話をしてほしいと思ってい

る。

  町だけでは、どうにもならないが現行制

度を利用しながら在宅介護、在宅医療の啓

発と推進をすべきではないか。

町 長

 ２． 後期高齢

者医療につ

いて 

伯耆町の被保険者一人当たりの療養給付

費が平成２５年度から２７年度まで３年連

続県下で一番になった。 

被保険者数は約２０００人で、一人当たり

の療養給付額が約９０万円にもなっている。

（１）町内、町外の医療施設に恵まれており、

後期高齢者の方に積極的に利用されてい

るので、止むを得ないと思っているか。 

（２）療養給付費に係る市町村負担金は、利

用実績に応じて負担することになるので、

伯耆町は被保険者1人あたりに換算すると

県下で一番高くなるが、総額では一般会計

と特別会計の共通経費については、均等割

１０％・人口割４０％・高齢者人口割５

０％で案分している。 

県下で一番の療養給付費を抑える考え

はないか。 

町  長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

細田 栄 

議  員 

（１０番）

３．国民健康

保険制度に

ついて 

各市町村が実施している、国民健康保険を

来年４月から県で１本化して実施する予定

である。未決定な部分が多いと思われるが、

次の点について町長の基本的な考え方を聞

きたい。

（１）保険料は県下統一して 1 本化するの
か。

（２）利用した療養給付費に応じて後期高齢

者医療や広域連合の介護給付費のように、

利用実績により負担することになるか。

（３）保険料は各市町村ごとに定める方法

か。

  新しい保険者の条例規則以外に保険料

を町独自で軽減するために一般会計から

の支援は各市町村が独自に決めてよいか。

町 長

 ４．看取り医

療について

本町の高齢者は介護サービス・医療行為と

も積極的に利用されている傾向である。 

○介護保険の認定率(出現率)は２０．９％と

高い。日吉津村１６．３％、南部町１８．

２％ 

○後期高齢者医療では過去３年連続して、被

保険者一人当たり県下で一番の療養給付

費になっている。 

○国民健康保険については、各市町村で実施

しているため比較はできないが、県下一

本になれば利用状況が明白になる。 

（１）今後の見通しとして介護保険の入所施

設は、現状維持程度と思われる。又医療施

設においてはベッド数の増加は期待でき

ず、むしろ鳥取県西部においては抑制基調

になるのではないかと思うが、どのように

認識しているか。

（２）７月１２日に米子市で開かれた、西部

医師会を中心とする「介護と医療の連携・

地域ケアシステム」について研究会があ

り、参加してきた。

特に末期がんの患者に対し在宅での緩

和ケア・看取りについて事例報告があっ

た。特定の病院や開業医では訪問診療に力

を入れ、痛み止め、点滴を提供する２４時

間体制の薬局が既に米子市にもあるよう

だ。

町 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

細田 栄 

議  員 

（１０番）

４．看取り医

療について

又、昭和３０年代には約９０％の方が自

宅で亡くなられていたが、現在では逆転し

約９０％の方が病院、介護施設で亡くなら

れている。そして抽出調査であるが約５

０％の方が在宅での看取りを希望してい

るが、その願いには応えられていないとい

う報告もあった。

現在、伯耆町も在宅での死亡者は１２．

９％であるが、長野県・奈良県等では２

０％以上の自治体が多数ある。

  介護と医療の連携を強化して地域ケア

システムに取り組む考えはないか。勿論、

県や医師会の主導によると思われるが、ま

ずは情報交換から始めないか。

町 長

乾  裕 

議  員 

（４番） 

１．本町の新

たな特産品

の開発につ

いて

本町の農業生産者の大半は高齢者によっ

て支えられていることは周知の通りである。

平成２４年度伯耆町版農地白書によれば、男

女別年齢別構成割合は６５歳から７９歳ま

での男性が３６１人。女性は４３７人。全体

では１５１４人の中で約５２％であり８０

歳以上を含めると７０％以上を占めている。

こうした高齢者の中でも意欲のある方々へ

の支援の在り方として、新たな特産品の開発

についての町サイドの考え方について伺う。

本町では普及所から職員が派遣されてお

り関係団体との連携などにより成果を上げ

ているところではあるが、いま求められてい

るのは高齢者でも栽培が比較的容易なもの、

例えば智頭町の「りんどう」あるいは琴浦町

の栗「ぽろたん」などが思い浮かぶ。町長の

答弁を求める。 

町 長

乾  裕 

議  員 

（４番） 

２．大山開山

１３００年

祭へ向けて

農産物販売

の促進のた

めの方策に

ついて  

大山開山１３００年祭の協賛行事の一環

として町内の農産物販売拠点施設などで軽

トラ市等を開催する際に、要請があれば町が

ポスター等を制作し西部圏域に広く掲示す

るなど情報発信の一翼を担い集客数の確保

へ繋げていくということはできないか町長

に伺う。 

町 長
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質問者 
質問事項の 

題   名 

要       旨 

（具体的に記入してください。） 

質 問 の

相 手

乾  裕 

議  員 

（４番） 

３．狂犬病予

防注射接種

等について

平成２７年度の狂犬病予防注射接種率は

県平均で７４％、全国平均は７１．６％（Ｈ

２６年）本町は６５．１％でした。この数字

だけを見てすべてとは思わないが本町の取

り組みについて伺う。 

ちなみに県内の状況を見ると県東部は平

均で７９．９％県中部は７７．１％県西部が

６７．６％である。近隣町村の状況は、南部

町６４．３％大山町８９．５％日吉津村８１．

５％日野郡は日南町７１．５％日野町８８．

５％江府町９３．９％。米子市６２．９％境

港市は７３．４％である。 

（１）本町の犬の登録数および注射済票の交

付は何頭か（最新）。 

（２）本町の犬・猫の収容および引き取りの

状況は。 

（３）本町の犬・猫の返還・譲渡および殺処

分の状況は。 

（４）本町の犬による咬傷事故の件数は。 

町 長

 ４．災害時の

断水でも使

えるトイレ

等の備えは

（１）熊本地震の教訓を受け文部科学省の有

識者委員会が昨年７月にトイレや電源の

確保を求める緊急提言を発表している。こ

れを受けて本年４月１日時点での状況が

新聞報道された。プールの水などを洗浄に

使えるもの、簡易型、携帯型などのトイレ

の備蓄等の状況は。 

（２）自家発電設備のある二部小体育館は承

知しているが、岸本小学校、岸本中学校お

よび溝口小学校体育館には太陽光パネル

が設置されている。災害時に、こうした学

校を避難所として仮に使用された場合に、

非常用電源として使用できるよう整備を

検討されないか。 

（３）八郷小学校、日光公民館、二部公民館

の非常用発電機の設置の有無。耐用年数は

何年か。 

町 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

永 井 欣 也

議   員

（１２番）

１． 上水道事

業について

本事業は平成２８年度から簡易水道を統

合し、一元化実施されている。 

平成２９年度予算提案説明で、飲料水の安

定供給のための石綿管更新については、早期

更新に向け、一般会計からの出資をもって、

一層の事業の進捗を図りたいとしている。 

平成２９年度当初予算編成方針・要領説明

会資料では、特別会計・企業会計については、

独立採算性が原則、事業収入の確保、経営の

効率化、経費の有効活用に努め、安易に他会

計に依存することがないように、と述べられ

ている。 

また、第２次総合計画では、水道管の未更

新のものの更新が急務、浄水場の動力制御

盤、水源池・配水池等の異常を知らせる遠方

監視施設の未整備箇所の整備を要するとし

ている。 

（１）今後の上水道施設の整備、財政につい

ての基本的な考えを伺う。  

（２）消火栓が設置され緊急消火用として使

用される。２２箇所の水源にそれぞれ計画

取水量が設定されているが、取水に問題等

はないか伺う。 

町 長

 ２．学校教育

について 

コミュニティ・スクール事業を推進すると

して、本町では平成２３年度から岸本小学

校、八郷小学校が指定校となったのを皮切り

に、その後、溝口小学校、溝口中学校が指定

校となり、平成２８年度からは岸本中学校が

導入推進校となっている。 

（１）コミュニティ・スクールが規定されて

いる「地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律」について平成２９年４月の改正施

行を含め、その概略について説明を求め

る。 

（２）町内全ての学校でコミュニティ・スク

ールの取り組みが行われている。指定され

る前と後では何が大きく変わったのか伺

う。 

（３）「学校運営協議会」が、それぞれの学

校に設けられているが、その構成、取り組

みについて伺う。 

教 育 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

永 井 欣 也

議   員

（１２番）

２．学校教育

について

（４）研究指定期間を含めると、平成２１年

度から取り組んでいるこの事業を現段階

でどのように評価しているのか伺う。 

（５）「保小中一貫カリキュラム」を活かし、

「確かな学力」と「人間力の向上」を図る

とのことで事業が継続されてきているが、

成果について伺う。 

（６）今般公表された全国学力テストの結果

や児童生徒アンケートから見えてくるも

の、本町の学校教育の推進にどのように活

かすのか伺いたい。 

教 育 長

森下 克彦

議   員

（ ２ 番 ）

１．植田正治

写真美術館

管理運営事

業について

開館後２２年を経過する植田正治美術館

の運営事業の内容について、質問する。 

（１）２６・２７・２８の各年度別の有料入

館者数は。 

（２）上記各年度別の、町民を対象とした無

料券による入館者数は。 

（３）上記３年度間に開催された音楽会な

ど、写真展以外のイベント事業の内容を伺

う。 

（４）上記３年の各年度別に、本件事業にか

かる町財政からの支出総額並びに町有財

産使用料など町財政への収入総額を伺う。

（５）平成２４年１１月、当町議会に町立写

真美術館管理運営調査特別委員会が設置

され、翌年３月、運営方法などにつき当町

議会で決議されているところ。当決議にか

かる、行政当局の対応状況を確認したい。

教 育 長

 ２．地方自治

体における

非正規雇用

職員の状況

について

地方自治体職員の雇用状況について、質問

する。 

（１）町の行う恒常的な行政事務につき必要

とされる職員数について、正規職員数と非

正規職員数の比率は。（ただし、教員数は

除く。） 

（２）正規職員と同様の業務に対応する臨時

職員、パート職員の非正規職員に係る給

与・雇用期間等雇用条件を決定する根拠、

考え方を伺う。  

町 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

森下 克彦

議   員

（ ２ 番 ）

２．地方自治

体における

非正規雇用

職員の状況

について

（３）非正規職員の待遇をめぐって、国は地

方公務員法の改正を行い、「会計年度任用

職員」といった新たな仕組みを作ったとこ

ろ。 

  本件改正内容に対する町の対応方針は。

（４）同一職種同一賃金、雇い止めのない雇

用制度とする考え方についての所見は。 

町 長

杉 本 大 介

議 員

（３番）

１．乳児家庭

保育支援事

業の給付期

間 の 拡 充

（延長）

（１）平成２７年４月から、生活の安定と乳

児期の親子の愛着形成をはかるため、本町

が全国的にも先駆けて実施した「乳児家庭

保育支援事業」。最大限に評価したい本事

業だが、申請の状況や反応はどうか。 

（２）また、平成２９年度に県が「おうちで

子育てサポート事業」を開始したことも踏

まえ、給付期間の拡充（延長）の検討はし

ないか。 

町 長

 ２．動物愛護

普及啓発に

よるモラル

の向上 

（１）地域トラブルを防止するとともに、殺

処分される猫の不幸な命を減らすため、平

成２８年７月から実施された「猫の不妊・

去勢手術費補助金」について、これまでの

申請件数は。また、町内の集落も補助対象

者となっているが、集落からの申請はどの

程度あったか。 

（２）住民からの苦情や相談の件数、内容に

は、それまでと比べて変化があったか。 

（３）この課題における、もっとも重要とな

るのは飼い主を含め関わる人のモラル。手

術費等の補助金とは別立てで、動物愛護の

啓発や、その活動をするボランティア団体

等の支援のための予算についても考えな

いか。 

町 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

幅田千富美

議   員

（１２番）

１．一般廃棄

物最終処分

場問題につ

いて 

鳥取県西部広域行政管理組合の一般廃棄

物最終処分場はあと１０年程度で満杯にな

ると予測されているが、その処分場の隣に次

期一般廃棄物最終処分場として使用が予定

されていた空地（約半分米子市有地）に産廃

処分場が作られようとしているが、反対運動

が起きている。産廃処理責務は排出業者にあ

る。一般廃棄物処理は２市７町村２６万人住

民の問題、住民生活を守る上から産廃処分用

地に提供しないよう米子市長に対し要請さ

れないか。 

（１）現行施設に搬入しているゴミの量と費

用。 

（２）住民生活への影響。 

（３）要請について。 

町  長

 ２．住宅の耐

震 化 の 促

進、耐震シ

ェルター防

災瓦等の支

援について

県は中部地震被害をふまえ住宅改修に補

助制度を拡充、耐震シェルターや屋根瓦落下

防止対策にも補助対象を拡げているが、市町

村が制度化されず、４市町村のみとの報道が

ある。 

本町も取り組み生活環境の安全確保に努

めないか。 

（１）町内の一般住宅で耐震性が不十分な住

宅戸数は。 

（２）これまで耐震化された住宅、今年８月

〆切の申込者。県は１０月〆切だが、延長

の考えは。 

（３）耐震シェルター、防災瓦等、支援策を

拡充しないか。 

（４）住宅リフォーム助成制度を創設しない

か。 

町 長

 ３．社会保障

医療介護保

険関連法改

正に伴う町

の対応につ

いて 

安倍政権が２０１５年に打ち出した「経済

財政一体改革」にもとづき検討・実施され、

２０２５年をメドに社会保障・税一体改革が

かかげた医療・介護提供体制の再編縮小、負

担強化と公的給付の削減を強力に推進する

ことを目的にしている。現場は、地方自治体

であり、高齢化が一層進む中で介護保障の充

実はすべての高齢者・国民の願いであり、介

護を社会的に支えるとの理念に立ち返った

制度の抜本改革が必要ではないのか。 

その立場から以下の点について問う。 

町 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

幅田千富美

議   員

（１２番）

３．社会保障

医療介護保

険関連法改

正に併う町

の対応につ

いて 

（１）国民健康保険制度における県特別医

療費助成に対する国庫負担金減額（国保

ペナルティ）は県が責任を持ち、国にペ

ナルティ全廃を求める。 

（２）国保の県一本化に伴い国保税引上げ

にならないよう県・国の補助を求めるこ

と。 

町 長

勝 部 俊 德

議   員

（ ９ 番 ）

１．学校給食

の無償化に

ついて 

（１） 「公立小中学校の学校給食の無償

化に関する全国調査」を文部科学省は、

表明している。この全国調査の実施の有

無の現状は。 

（２） 県内他市町村と本町給食費補助の

現行水準の認識及びその意義、効果につ

いて。 

（３） 「給食費の無料化に関する考え方

（Ｈ２８年３月、内閣府、経済財政諮問

会議）」が打ち出され、これまでの教育的

効果のみならず、子育て支援、まちづく

りの観点が強調されたと感じる。この点

について、どのように認識されているの

か。 

（４） Ｈ２１年度、短期間給食費無償化の

実施に伴う費用並びに効果、財源手当、

財政負担、保護者等の反応等について 

（５）「給食費の無償化」（仮定導入）に伴

う所要経費見込総額とその財源手当並び

に無償化についての今後の考え方は。 

町 長

 ２．コメの減

反廃止へ向

けて、本町

は、どう対

応 す る の

か。 

（１）政府のコメに関する２０１８年度か

らの当該方針について、県、町の農業再

生協議会の受け止め方及び現状の対応状

況について。 

（２）上記の農業再生協議会は、２０１８

年度も存続してゆくのか。 

（３）「減反」は、１９９５年（Ｈ７）の食

糧管理法の廃止を受け、事実上のコメ価

格下落防止の「生産調整カルテル」の機

能を果たしてきたと考える。この機能の

廃止、このことをどのように認識するの

か。 

町 長
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質問者
質問事項の

題   名

要       旨

（具体的に記入してください。）

質 問 の

相 手

勝 部 俊 德

議   員

（ ９ 番 ）

２．コメの減

反廃止へ向

けて、本町

は、どう対

応 す る の

か。 

（４）「水田活用直接支払金等」（転作補助

金）＝例：飼料用米、米粉用米、最大１

０５千円など、予算枠など、さらに拡大

されれば、「減反というより、主食米の減

反強化」となるのではないか。 

 これに伴う生産者と消費者への影響は、

どう、捉えるのか。 

（５）「適正な補助金制度の下の実質的かつ

適正な減反政策」が、生産者、消費者及

び本町のコメ作りには、穏やかな着地点

と考えるが、２０１８年度減反廃止への

本町の対応は、どのように考えてゆくの

か。 

町 長

 ３．要介護等

の認定者、

２４％時代

突入への対

応について

（１） 本町のＨ３２年の要介護（要支援）

の認定者見込数が、対高齢者人口見込数

値において、「約２４％」とこれまでの約

２１％（Ｈ２８）から急増する。この数

値への認識は。 

（要介護、要支援の各区分での認定者見込

内訳並びに急増とされた要因等につい

て。） 

（２） フレイル状態の高齢者（日本老年医

学会、２０１４年）のフレイル評価と早

期発見について。 

（注）「要介護（要支援）認定者の減少対応。」

（３）フレイル対応の運動療法、栄養対策

並びにこれの解消対策、指導等について

（４）上記（３）への具体的な対応をＣＡ

ＴＶも活用して町民の運動療法並びに栄

養対策を展開してはどうか。 

町 長


